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はじめに



「これまで主に患者対応の現場を中心に、
一介の作業療法士としてやってきましたが、
いまだ作業療法とは何か、すっきりと
言い表せないもどかしさを抱えています。」

作業療法を簡単に説明できますか？？

機関誌『日本作業療法士協会誌』156号で日本作業療法士連盟監事
大喜多 潤先生がこのように述べています。

医師や歯科医師、看護師、診療放射線技師等はあえて説明しなくても職業を聞いただけでどんな仕事かの
イメージを持っています。

作業療法、作業療法士という名称のわかりにくさが伝わりにくいと思ったことはありませんか。





「大人になったらなりたいもの」

子供でも知っている職業は医師と看護師、薬剤師

第一生命保険株式会社が全国の小学生・中学生・高校生計3,000 

人を対象に行った、第36 回「大人になったらなりたいもの」アケート
の調査結果



医師のイメージ



看護師のイメージ



診療放射線技師のイメージ 臨床検査技師のイメージ 薬剤師のイメージ



リハビリのイメージ

実はこれは
理学療法士
のイメージ



作業療法士のイメージ



（昭和）
作業療法士がもてはやされていた時代

（平成）
作業療法士が充実した時代

（令和）
作業療法士の生き残りを考える時代



昭和から令和にかけて

（作業療法士にとって良かったこと）

作業療法士が増えて必要とする国民に作業療法
のサービスを幅広く提供できるようになったこと。

（良いとは言えないこと）
作業療法士の増え方があまりに急激であったこと。



作業療法士の昔話

私が養成校に入学した昭和56年当時は養成校の数が約３０校でほとんどが国立病院
附属で私立の養成校は２校のみ。入学定員はほとんどが２０名でした。

作業療法に関する教科書や文献も今のように多くはなく「理学療法と作業療法」という
ジャーナルは貴重な資料でした。

東北で実習できる施設も少なく、臨床実習は全国の病院にわたり全国から実習生が集
まっていました。また卒前教育における実習の割合が多く、私の場合は１年生で１週間
を３回、２年生で２週間を２回、３年生で８週間を３回、秋田、岩手、青森、茨城、神奈川、
東京の病院で実習を行いました。

当時は就職してすぐに開設の仕事をすることが多く即戦力となる人材育成が行われて
いました。実習内容も学生が患者さんを数名受け持ちＯＴＲと同じように評価や訓練を
行っていました。実習時間が終わっても病院に残って勉強したり宿舎に戻ってから日
誌やレポートを深夜遅くまで書き、レポートの書き直しで徹夜することもありました。



秋田に戻って就職した当時も県内にはＯＴは２０数名しかおらず、作業療法を受けるこ
とができる患者さんは限られていました。当時は診療報酬改定のたびに報酬が上が
り、現在のように単位数の制限もありませんでしたが、一人当たりの受け持ち患者数
が多くマンツウマンでの訓練ができるような状況でもありませんでした。
入院日数や診療報酬の算定日数に制限はなく、1年以上入院してリハを行う患者さん
もいました。

秋田に限らずですが、精神科の病院では看護師が生活療法など作業療法に関するこ
とを行っており若い作業療法士が入っても看護師との関係が築けず精神科の作業療
法士はなかなか増えませんでした。

県士会は協会には入ることがことが当たり前で入らいないということを考えたことはあ
りませんでした。当時は人数が少なかったので県内だけでなく東北のＯＴみんなが顔
見知りでした。

研修会も少なく、とにかく情報に飢えていました。研修の内容によっては自費で県外
にいくこともありました。



県士会も１年ごとに少しずつＯＴが増え、それでも１００人を超えるまでかなりの年月がか
かりましたが全員が顔見知りで研修会で集まり、研修後はお酒を飲みながら交流し情報
交換を行っていました。
昭和61年に老人保健法が改正され老人保健施設が創設されます。モデル老人保健施
設事業を経て昭和63年に老人保健施設が本格実施となりした。秋田でも昭和63年に初

の老人保健施設となる榮寿苑が開設されました。老人保健施設の基準には当時から定
員１００床に対してPTかOTが１名いることが必須となっていましたが当時はPT,OTが不足
しておりまた新しくできた施設の内容もわからず不安もあり老健をに行こうとするPT,OTは
ほとんどいませんでした。
平成元年に秋田に秋田大学医療技術短期大学部が開校し地元秋田でOTの養成が始り、
県内のOTも増えてきました。
平成12年には介護保険法が始まり介護サービスの仕組みが大きく変わりました。OTの

領域も老健のみならず訪問や通所リハなど在宅サービスに拡大されていきます。供給
数の増加もあり介護保険領域で働くOTも増えてきました。

地域包括ケアが叫ばれ住み慣れた地域で生活できるための支援が必要とされてきまし
たがまだまだ課題も多いのが現状です。



（1980年代にあったもの）
根性とバイタリティ

（なかったもの）
パソコンとインターネット（SNS)

ハラスメントという言葉



作業療法をとりまく情勢の変化

1）介護保険の導入（老健、訪問、通所リハ等）
2）地域包括ケアシステム（病院、施設から地域へ）
3）医療中心から保健、福祉への拡大
3）対象者の拡大（認知症、高次脳機能、発達障害、難病、循環器等の内部障害、がん等）
4）新しい職種の誕生（ケアマネ、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、

公認心理士等）
5）作業療法士の急増と地域格差
6）司法精神科作業療法、運転支援、就労支援
7）卒前教育、臨床実習の変化（大学への移行）
8）作業療法士の急増
9）勤務体制の変化（シフト制）
10）待遇面の変化
11）診療報酬が疾患別へと変わり算定日数の上限が導入（平成18年）
12）アウトカムの導入（質の評価）



作業療法をとりまく情勢の変化

13）少子高齢化、人口減少
14）病院の統廃合、ベッド数の減少
15）医療圏の変化（秋田は8医療圏から県北、中央、県南の3医療圏に）
16）ＳＮＳの普及

17）脳梗塞に対するｔ-ＰＡと血栓回収術，脊髄損傷の再生医療治療薬「ステミラック」
18）認知症の新たな治療薬「レカネマブ」「ドナネマブ」

19）働き方改革



作業療法士養成の変化と供給数



1963年（昭和38年）
3年制各種学校開始
1979年（昭和54年）

3年制短期大学開始
92年（平成4年）

4年生大学開始
1996年（平成8年）
大学院教育開始

1960年代（昭和35年） 3校
1970年代（昭和45年） 6校追加
1980年代（昭和55年） 20余校追加
1990年代（平成2年） 70余校追加
2011年（平成11年） 176校（192課程）

入学定員7,250名
＊1校あたりの入学定員が大型化

厚生省は、高齢社会の到来と高齢者医療の増加に備え、作業療法士需要の急増
に、養成校設立に関する規制緩和を行い、養成計画の促進をもって対処した。1990

年（平成2年）代、2000年（平成12年）代は、規制緩和の影響により、養成校は急激

に増加した民間養成校や文部科学省管轄の大学などの急増により、作業療法士の
供給が十分行える状況に至ったこれまでパイオニアの輩出を行ってきた、独立行政
法人国立病院機構（旧国立療養所）の養成校や労働福祉事業団設立の養成校は、
先達者としての役割に幕を下ろすことになった

作業療法士養成形態の歴史









PT:90.3％
OT:83.7％



一般診療所
に勤務する
割合がPTよ
り少ない



どの職種も
40歳以下の
割合が高い



理学療法士及び作業療法士の供給
は、2040 年まで、ほぼ直線的に増加
し、2014 年の2.5 倍以上の供給量に
達することが予想された。
2040 年までは、定年退職する人数

が比較的少なく、新規登録者の増加
分がそのまま全体数の増加につなが
る構図になっていることがその背景
にあると考え
られる。



作業療法士の需給見直し

2022（令和4）年1 月12 日に開催された「第8 回医療従事者の需給に関する検討会

理学療法士作業療法士需給分科会」で，「理学療法士および作業療法士の供給数の
推計値は2040 年ごろに需要数の約1.5 倍になることが示されたが，地域間格差があ

ることから，その側面を要素として加えて議論すべきという意見があがった．」，「文部
科学大臣が指定した学校および都道府県知事が指定した理学療法士（作業療法士）
養成施設の総数とその定員数は増加する一方，養成施設出身者の国家試験合格率
が低下傾向にある等，養成の質の低下という別の側面による課題があることが指摘さ
れた．」等，これまでの議論の経過とその内容について説明があった．その際に本会と
しては，「理学療法士および作業療法士の供給数の推計値は2040 年ごろに需要数の
約1.5 倍になることが示されたが，現状では作業療法士の需要数が供給数を上回るこ

とが続いていることに鑑み，供給数を再度推計する必要がある．」ことを意見として述
べた．今後の理学療法士・作業療法士需給分科会の検討会としてのあり方も含めて継
続審議していくことが示されたが，具体的期日は未定となっている．
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診療放射線技師学校養成所数、定員 年度別推移



柔道整復師専門学校の規制緩和について

従来、柔道整復養成施設の新規開設は厚生省の行政指導により制限されていた。

・14校1学年定員1050名の総量規制
・受領委任の取扱いは各都道府県社団法人の会員のみ許可等
柔道整復師養成施設不指定処分取消請求事件(概要)

厚生大臣が柔道整復師養成施設指定申請に対してした同指定を行わない旨の処分が，違法とされた事例

・ある学校設立希望者が、平成8年6月に福岡にて新規柔道整復専門学校設置許可申

請書を厚生大臣に提出するも、柔道整復師の従事者数は相当増加している状況にあり、
養成力の増加を伴う施設を新たに設置する必要性が見いだし難いという理由で新規参
入を認めないとした。学校設立側は福岡地方裁判所に提訴し、平成9年10月に第1回裁
判が開廷。その後、複数回の裁判を経て平成10年8月福岡地裁において柔道整復師養

成施設不指定処分取消請求事件の判決が下され、以後、厚生省は養成施設指定規則
さえ満たせば設置を認める方針に転換。

・これによって他分野の専門学校や異業態からの参入が相次ぎ、1998年の14校から
2013年4月には107校に急増、現代に至る。





診療報酬の変化







大きな変化は算定日数とアウトカムの導入

医療から介護への移行



高齢者リハビリテーションのあるべき方向性（平成16年高齢者リハビリテーション研究会）

リハビリの算定日数
導入に影響





臨床実習の在り方が変わった背景



平成二十八年三月九日提出
質問第一八〇号
理学療法士・作業療法士の臨床実習に関する質問主意書
提出者 阿部知子

その中で次のようなことが指摘、質問されている。

パワハラによる自殺と認定／大阪地裁で原告勝訴判決／
理学療法士専門学校の実習生



理学療法士等は名称独占であるとともに、実質的には無資格者が行ってはならない
固有の業務分野を占有しており、学生が資格取得前に理学療法行為及び作業療法
行為を行うことは「無資格診療」に当たるのではないか

無資格学生が担当した患者の施療にかかる診療報酬を得ていること

臨床実習の指導内容についてはほとんど整備されておらず、実習内容が標準化されて
いない。

臨床実習指導者の要件とは何か。また、指導者に対する研修体制はあるのか。

実習生の数に対して実習を受け入れる施設の数が極端に少なく、養成校と実習先の対
等な協議が困難になっている。

指導者からのパワハラ・セクハラ、いじめ、暴力等による被害事例がかねてより報告され、
その問題点が度々指摘される事態となっている。



大阪の近畿リハビリテーション学院において学生が臨床実習期間中に自殺する痛まし
い事件が相次いで起き、いずれも遺族による訴訟が起こされている。

経営の観点から学生の確保が最重要課題とならざるを得ず、入学時の基礎学力も含め、
国際的な理学療法士等の養成の過程と比較して、日本の理学療法士等養成教育の質
の低下が指摘されている。

養成校専任教員の要件について「五年以上の理学療法及び作業療法に関する業務
経験」のみで十分か

修業年限で卒業する学生数が入学時の学生数の半数程度であるにも関わらず、その事
実を秘匿し新卒学生に対する国家試験合格率のみを公表し学生を勧誘している実態が
ある。



第四次作業療法5ヵ年戦略
（2023－2027）からみる対象
のキーワード



第四次作業療法5ヵ年戦略 （2023－2027）からみる対象のキーワード

【スローガン】
人々の活動・参加を支援し、地域共生社会の構
築に寄与する作業療法
【最上位目的】

作業療法士が地域のさまざまな場（医療・介護・福祉・保健・教育・労働・司法等の領
域）にいて、地域に根ざしながら、専門職間のつながりはもとより、そこで共に暮らして
いる健康な人・障害のある人を含む老若男女すべての人を対象に（または協働して）、
作業（生活行為）に焦点を当てた支援や調整によって、人と人のつながり、人と社会の
つながりを創り出し、人々の健康と幸福を促進する。

【上位目的１】
それぞれの地域ですべての人の活動・参加を支援する作業療法

上位目的は中位目的１～３で構成されている。



中位目的1 暮らしに困難を抱える人々の活動・参加を支援

下位目的1） 疾病・障害にかかわらず「暮らしに困難を抱える人々」への作業療法支援の実践を拡大
1 認知症者の地域での暮らしを支援するため作業（生活行為）に焦点を当てた作業療法のあり方と

効果を明示
2 精神障害者の作業（生活行為）の支援として、社会参加に向けた取り組みを推進（引きこもりへの取

り組みを含める）
3 移動が困難な地域住民に対する運転を含めた作業療法支援モデル確立とその普及
4 司法領域における作業療法実践を拡大（矯正施設・更生保護領域の作業療法）
5 変化・進展する社会に対応し、LGBTQ+、外国人住民、子育て支援をはじめとした暮らしに困難を抱え

る住民支援を作業療法の観点で検討
6 地域で生活する生活行為に支障のある人々への活動と参加を支援するMTDLPを活用したモデルの

提示と取り組み推進

下位目的2） 医療から地域生活の定着に向けて、制度間の移行と連携を的確に支援
1 医療から介護保険・障害福祉制度・その他地域資源を利用した地域（在宅）移行支援のモデル提示

と普及
2 医療機関から「短期集中サービス」利用への連携を推進



中位目的2 人と人とのつながりや人と社会とのつながりを作り出す作業療法（士）の推進
下位目的1） 地域での包括的支援、参加支援、地域づくり支援への作業療法士の参画を促進するため
の協会-士会協働体制等の強化

1 自治体担当作業療法士の配置と活用により地域支援への参画を拡大
2 地域づくり支援に参画するための「士会推進のマネジメント手法」の検証と実施士会
の拡大
3 公的制度の隙間（ニッチ）および制度の枠を超えて地域住民の力を引き出し、人々の活動・参加を推進
する作業療法士を支援
4 「重層的支援体制整備事業」に作業療法士が参画するための事業参画マニュアル作成と参画促進

下位目的2） 作業を活用して地域住民の交流や社会参加を促進する作業療法実践の促進
1 フレイル（虚弱）高齢者・その前段階など高齢住民の活動参加促進により健康増進に寄与
2 スポーツを通した地域住民の交流や社会参加を促進する作業療法支援の事例を蓄積
3 作業療法の視点を生かした地域づくりモデル事業で効果を明示
4 複合災害を想定した地域における作業のモデルの提示



タスク・シフト/シェア



タスク・シフト/シェア推進に関する検討会

職種ごとに作業療法士は
入っていない。

タスクシフトとは「業務を他職種に
移管し負担を軽減・共有すること」
です。

タスクシフトで医師の業務の一部
を看護師や薬剤師などに移管する
と、医師の業務量や長時間の労働
を抑える効果が期待できます。

さらに、看護師や薬剤師などのコメ
ディカル間で業務を移管したり共
有できたりするケースもあります。



タスクシフト：現行制度の下で実施可能とした業務について

＜看護師＞ 26項目
＜助産師＞ 2項目
＜薬剤師＞ 9項目
＜診療放射線技師＞ 10項目
＜臨床検査技師＞ 18項目
＜臨床工学士＞ 13項目

＜医師事務作業補助者＞ 6項目





作業療法白書2021

法改正が可能であればボトックス注射はOTでも可能にならないか？



業務独占と名称独占



資格・職業の例概要分類

医師、看護師、診療放射線技
師、弁護士、公認会計士など

資格を持つ者だけが、その仕事を
独占して行える

業務独占資格

理学療法士、作業療法士、管
理栄養士、保育士など

資格を持つ者だけが、その名称を
名乗ることができる

名称独占資格

旅行業務取扱管理者、職業
訓練指導員、衛生管理者など

特定の事業を行う際に、法律で設
置を義務付けられている資格

設置義務資格

ファイナンシャルプランナー、
機械加工、建築大工など

特定の業務に必要な技能を評価
する国家検定の資格

技能検定

国家資格の分類



根拠となる法律独占業務の範囲資格名

医師法
医業（医行為）
※看護業務・調剤業務・放射線照射業
務は状況に応じて従事可能

医師

歯科医師法歯科医業歯科医師

保健師助産師看護師法

看護業務
※傷病者や褥婦に対する療養上の世
話、診療の補助・サポート

看護師

助産または妊婦・褥婦・新生児の保健
指導

助産師

薬剤師法処方箋にもとづく調剤業務・服薬指導薬剤師

診療放射線技師法
医師や歯科医師の指示のもとで行う人
体への放射線照射

診療放射線技師

医療関連の業務独占資格





秋田県医療保健福祉計画
令和６年３月より



秋田県医療保健福祉計画 令和６年３月



64 病院、64 診療所及び251 高齢者施設を対象に県が行った需要状況調査の結果は、以下のとおりです。

秋田県医療保健福祉計画令和６年３月



秋田県医療保健福祉計画 令和６年３月



これからの作業療法、作業療法士
はどうなるか、どうあるべきか

（私見）



他職種（看護師、放射線技師、臨床検査技師、薬剤師等）と作業療法士の違い

看護師等の他職種はほぼすべての診療科に関わるが、
作業療法士が関わる診療科はまだ限定的である。
（リハ科、脳外科、神経内科、整形外科、精神科、循環器科、小児科）

施設では口腔ケアとして歯科医師、歯科衛生士の関わりが増えている。
言語聴覚士は耳鼻咽喉科、理学療法士は呼吸器科のニーズがある。

作業療法士が生活全般に関わる職種であるならば必要とされる診療科はもっとあって
いいのでは？

検診等でも看護師、放射線技師は必ずいるし人間ドックでは臨床検査技師がエコーや肺機能検査に関わっている。

作業療法士は病気や障害になってからしか関わる機会がない職種なのか？
（MCIの早期発見、廃用予防、福祉用具の活用等、健康寿命の継続に関わることはできるはず）



県内の作業療法士の勤務先はは今後どうなるのか？

・医療機関は大きく増えることはないと思われる。定年退職者も少なく欠員補充的な採用もまだ少ない。むしろベッド数
の削減による定員の減もあり得る。
クリニックは開業する医師によるところが大きいが増えるかも。（精神科、小児科に期待）

・老健、特養、ショートスティ、有料老人ホームなどは今後増える可能性が高い（ただし、老健のようにPT,OT,STが必置で
はなく柔道整復師やあん摩マッサージ指圧師、看護職員の配置で補える。OTが求められる理由は？）

・通所リハ、デイサービス等の通所系のサービス（リハビリに特化したデイサービスが増えているがその内容は？？）

・訪問系はニーズもあり充足を期待したい。訪問看護ステーションからの訪問の見直し、減算の問題。

・福祉用具や福祉機器を扱う会社

・地域包括支援センター、保健所等、行政のOTが必要。健康寿命の延伸、最近だと5歳児検診等

・起業するOTが増えることを期待

・障害福祉サービス、就労支援、ハローワーク

・特別支援教育、保育園、小中学校等の教育機関



・作業療法士は器用貧乏である。
・そして他職種に比べるといまだ新参者である。

医療においては作業療法士を必要とする医師が増えること。

施設基準、必置義務に他職種を入れないこと

作業療法士にしかできない業務独占に近い仕事を持つこと

他職種からチームの一員として作業療法士が必要とされること



令和４年12 月31 日現在に

おける全国の届出「医師」
343,275 人



『医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について（通知）』
（ 2010年平成22年4月30日） 各都道府県知事宛 厚生労働省医政局長

＜作業療法の範囲＞
・移動、食事、排泄、入浴等の日常生活活動に関するADL訓練 ADL＝日
常生活活動
・家事、外出等のIADL訓練 IADL＝手段的日常生活活動

・作業耐久性の向上、作業手順の習得、就労環境への適応等の職業関連
活動の訓練
・福祉用具の使用等に関する訓練
・退院後の住環境への適応訓練
・発達障害や高次脳機能障害等に対するリハビリテーション



①作業療法士にしかできない武器を持つこと（診療報酬、配置基準を含めて）
協会や県士会に結束すること
後追いではなく、作業療法士にはかなわないと思われる分野、領域を確立すること。

②作業療法がもっと身近でなじみのある職業になること

③前述の＜作業療法の範囲＞を確実に自分たちのものにすること（厚労省のお墨付き）
・移動、食事、排泄、入浴等の日常生活活動に関するADL訓練 ADL＝日常生活活動
・家事、外出等のIADL訓練 IADL＝手段的日常生活活動
・作業耐久性の向上、作業手順の習得、就労環境への適応等の職業関連活動の訓練
・福祉用具の使用等に関する訓練
・退院後の住環境への適応訓練
・発達障害や高次脳機能障害等に対するリハビリテーション

④精神科領域の作業療法の充実と拡大

⑤一人一人が専門分野を持ち、地域でネットワークを作ること

⑤働き続けられる待遇を維持すること（診療報酬、介護報酬の維持、新設、専門作業療法士の評価）

作業療法士が必要とされる職業であるためには？



作業療法士のイメージ



ご清聴ありがとうございました

作業療法士と聞いただけでこのようなイメージが
浮かぶ職種になって欲しいと思います。


